
大麻取扱者免許申請審査基準 
大麻取締法（昭和 23 年７月 10 日法律第 124 号）第５条に基づく大麻取扱者の免許申請

の審査基準等は以下のとおりとする。 
 
１ 大麻栽培者について 

(1) 大麻栽培者は以下の全てを満たす場合に免許を与える。ただし、申請者が単なる個人

の趣味・趣向を唱えていたり、たとえ、業として栽培する場合であっても、大麻栽培

を必要とする十分な合理性が無い場合は免許を与えない。 
ア 法第５条第２項に定める欠格条項に該当しないこと。 
イ 大麻栽培者として必要な経営的又は技術的能力を有すると認められること。 
ウ 栽培地の面積は、その栽培目的から判断して、著しく狭くないこと。 
エ 栽培地は、その土地の環境若しくは位置から判断して、栽培者自らが、大麻草の

盗取等にあうおそれのない管理ができる場所であること。 
オ 栽培目的、方法（栽培する大麻草の管理、処理方法を含む。）及び栽培によって得

た繊維、種子の使用方法が、薬物乱用の助長等の保健衛生上の危害を発生させるお

それのないものであること。 
カ 大麻草、大麻の種子が盗取されるおそれがないような管理体制が準備されている

こと。 
(2) 上記(1)ただし書き中の「大麻栽培を必要とする十分な合理性」を審査するに当たって

は、次の大麻栽培者免許に関する厚生労働省通知を参考とする。 
ア 大麻取扱者免許交付却下処分に係る審査請求についての裁決（平成 11 年 1 月 14

日付け医薬麻第 35 号厚生省医薬安全局麻薬課長通知） 
イ 麻薬等関係質疑応答集（平成 21 年３月 26 日付け厚生労働省医薬食品局監視指導・

麻薬対策課事務連絡）のＱ389 
ウ 大麻栽培者免許に関する疑義について（平成 24 年５月 25 日付け薬食監麻発 0525

第３号 厚生労働省医薬食品局監視指導・麻薬対策課長通知） 
エ 大麻栽培者免許に関する疑義について（平成 27 年２月 27 日付け薬食監麻発 0227

第３号 厚生労働省医薬食品局監視指導・麻薬対策課長通知） 
オ 大麻の管理の徹底について（平成 28 年 11 月８日付け薬生監麻発 1108 第１号厚生

労働省医薬・生活衛生局監視指導・麻薬対策課長通知） 
(3) 申請に必要な書類は以下のとおりとする。 
ア 法施行規則第２条に掲げる申請書 
イ 法第５条第２項第１号及び４号に該当しない旨の診断書 
ウ 申請者の履歴書 
エ 栽培場所を中心とした平面図 
オ 盗難等の予防措置を示した書類 
カ 栽培目的・栽培計画・販売計画書（繊維及び種子の利用方法を含む。） 
キ 大麻草を抜き取った後の繊維、種子以外の物の処理計画書 

 



２ 大麻研究者について 
(1) 大麻研究者は以下の全てを満たす場合に免許を与える。 
ア 法第５条第２項に定める欠格条項に該当しないこと。 
イ 大学又は公的機関に勤務する者であって、大麻に関して相当な知識を持ち、かつ、

学術研究上大麻の使用が特に必要と認められる者。 
ウ 研究目的、内容、方法、栽培方法（栽培する大麻草の管理、処理方法を含む。）及

び大麻の使用方法等が、学術上又は試験検査上の見地から妥当なものであり、かつ、

薬物乱用の助長等の保健衛生上の危害を発生させるおそれのないものであること。 
エ 栽培地の数、位置及び面積が、大麻草の盗取等にあうおそれのない程度の管理が

できるものであること。 
オ 栽培し、又は使用する大麻が盗取されるおそれがないような管理体制が準備され

ていること。 
(2) 申請に必要な書類は以下のとおりとする。 
ア 法施行規則第２条に掲げる申請書 
イ 法第５条第２項第１号及び４号に該当しない旨の診断書 
ウ 申請者の履歴書 
エ 栽培場所を中心とした平面図 
オ 盗難等の予防措置を示した書類 

（使用する大麻の保管について、保管庫等を設ける場合は、その寸法、材質、固定

状況、施錠の有無を明記すること。） 
カ 研究目的・研究計画書 
キ 施設の長の同意書 

 
３ 実地調査等について 

免許申請を審査する際は、申請者本人から申請理由等を確認し、また、栽培場所、研究

場所を調査し、大麻の管理状況等が上記基準に該当しているかを確認すること。 
 
４ 薬事審議会への諮問について 

この基準によるほか、保健衛生上の危害防止の見地から必要と思われる場合は、薬事審

議会の意見を聞くことができる。 
 

附 則 
１ この基準は平成 10 年７月 24 日から施行する。 
２ この基準の施行の際に既に免許を受けている者については、平成 10 年 12 月 31 日まで

は、この基準は適用しない。 
 

附 則 
１ この基準は平成 29 年２月 27 日から施行する。 
２ この基準は令和２年２月 19 日から施行する。 
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